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加島 大輔(文 学部助教)

第1節 は じめ に

(1)本 稿 の視座

本稿は、明治30年 代 における小学校教員養

成の制度構想 について、1897(明 治30)年 制

定の師範教育令の改正がこの時期に検討 され

ていた事実を明 らかにするとともに、その経

緯のなかで示 された方針か ら当時の制度が持

つ特徴 を明 らかにするという二側面か ら検討

を加えようとす るものである。

戦前期の小学校教員養成制度は、1886(明

治19)年 、森有礼による師範学校令が学校数

を制限するとともに、教育内容や学校設備等

を統一的に整備 して強い質的確保 を求めるよ

うになった。そ して、前述 した1897年 の師範

教育令(勅 令第346号)と い ういわば包括規

程の公布を経て、1907(明 治40)年 の師範学

校規程(文 部省令第12号)と いう内容規程 に

よって、ほぼその構造が完成 したと考 えられ

てい る1。 この うち、1897年 にいたる過程に

ついては、1892(明 治25)年7月 の師範学校

関連省令の一括改正によって森有礼の意図が

否定 された とされる。つ まりこの時点におい

て、中学校など他の学校 を含めた普通教育の

中心的存在 としての師範学校の位置づけは改

め られ、単 に小学校教員養成 を唯一の 目的 と

する教員養成機関へ と変化 したとされるわけ

である2。 その ような改変の延長上 に位置つ

くのが師範教育令であった。本稿 は、この師

範教育令が公布のわずか2年 後か ら改変の動

きが起こ り、5年 後には改正案が成文化 され

る段階にいたる経過 を明 らかにしたい。

われわれは、師範学校 に強い制度的規制が

加えられ、教員の量的確保に役割 を果た した

とはいえない ものの養成の理念的中心であっ

た事実か ら、教員養成の実態 について師範学

校 を中心に捉 えがちであった。近年の小学校

教員養成史研究 は、そう した傾 向を打破 し、

師範学校外における多様な養成ルー トを各府

県の実態か ら明らかにする とい う形で進行 し

ている。そ して、師範学校 自体 もまた、明治

初年か ら10年 代にかけては多様 な展開をみせ

ていた。た とえば、各府県は師範学校に代替

する教員速成機関を設置 し、 さらに町村立師

範学校あるいは私立師範学校が設置されると

い う状態 も存在 していたのである。明治20年

代になって、一時は師範学校以外での府県や

町村 による独 自の養成はすたれたかにみえる

が、30年 代 に入ると教員養成所のような機関

が各地 に設置 され始める3。 この事実か らす

れば、森文政期以来の約10年 間に教員養成機

関の イメージは師範学校 に固定化 したわけで

はな く、む しろ多様 なイメージが残っていた

か らこそ、そ うした機関もまた多様に展開 し

えたことを想像 させ る。すなわち、師範学校

その ものは法令によって固定 され ざるを得な

くなっていた ものの、まだそれ以外の養成の

形態を構想 しうる余地があったのではないか

とい うことである。そ して、それは府県の学
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事担 当者のみならず、文部省関係者において

も同様であったろ う。

この時期の教員養成政策については公文書

が残ってお らず、本稿で扱 う師範教育令改正

の動向に関する史料 は、当時、改正作業に中

心的な役割 を果たした普通学務局長の澤柳政

太郎の私家文書中か ら発見 された4。 管見の

限 り、師範教育令改正動 向はこれまで検討に

付されてお らず、新たに史料を見出 したこと

で追 うことが可能になったものである5。

澤柳文書には、師範教育令改正案 を含 む教

員養成制度全般を検討 したと思われる文書が

多 く含 まれている。本稿はこの文書 を中心 に、

教育雑誌記事等を中心 に検討 してい くことに

なる。 しか し一方で、澤柳文書 は断片的であ

り、その作成時期の特定 も困難なもの もまた

多 くある。そのため、同文書の全体 を生か し

た形で論ず ることは困難であった。今回は、

現時点で明 らか となる範囲の内容 を検討 して

ご批判 を請 う次第である。

(2)小 学校教員養成制度の原則

前述の ように、多様なイメー ジが残 された

時期があった とはいえ、戦前期の小学校教員

養成制度は最終的には次の ような二つの原則

か ら成 り立っていた と考えることがで きる。

本稿が教員養成制度構想について検討する以

上、その意義あるいは方向性が明 らか となる

よう、 まずこの原則を確認 してお きたい。第

一点 は、師範学校本科が小学校本科正教員養

成の唯一の正統な機関 と位置づ けられていた

ことである。 このことは、戦前期において師

範学校以外の教員養成機関が勅令 ・法律 ・省
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令等の中央の法令上 には登場 しないという消

極的な理由とともに、次のような法令解釈に

よって も裏づけ られる。すなわち、当時の法

令解説書である 「改正小学校法規要義』 は、

小学校令第四十一条の 「府県免許状 ヲ受 クル

ニハ師範学校若ハ文部大臣の指定 シタル学校

ヲ卒業 シ又ハ小学校教員ノ検定二合格スルコ

トヲ要ス」 との規定を解釈 し、次のように述

べている。

本条に於て特 に注意すへ きは、師範学校

若は文部大臣の指定 したる学校の卒業者

は検定の手続 に依 らす して免許状 を受 く

るを得 ると之 な り。蓋 し是等の学校は、

小学校教員養成 を目的とす るか若は小学

校教員に適当なる教育 を施す ものなるを

以て、検定の必要を認め さるに依るもの

な り。而 して現在に於ては本条に依 り文

部大臣の指定 したる学校あるを見す。6

ここには、師範学校卒業者のみが 「無検定」

で教員免許状 を得るという教員資格制度にお

ける優位性 と、それを裏づける師範学校の教

育課程の 目的性、 さらに指定学校が存在 しな

い とい う事実が述べ られている。 また、やや

時代が下るが同様の解説書である 『小学校教

育行政法規精義』 は 「師範学校 の性 質」 と

する項 目において 「現行制度に於ては、師範

学校 を以て唯一の小学校教員養成機関な りと

す」 と述べて、上記の解説書刊行後の変わら

ぬ事情 を示す とともに、指定学校が存在せず、

法令条文はともか くも事実上、師範学校が唯

一の小学校教員養成機関であることをよ り明

確に している7。

したがって、「師範学校外」の教員養成機



関につ いては、逸見勝亮氏が述べる ように、

た とえそれが教 員の量 的確 保 に対 して少 な

か らぬ役割を果た したとして も、正統な教員

養成機 関はあ くまで師範学校が唯一の もので

あったがために 「現在師範制度の精神 と相容

れさるもの」 という批判にさらされる場合 も

あ り、さらに 「師範学校 内」 に存在 した本科

以外のた とえば小学校教員講習科について も

「唯一の正統 な小学校本科正教 員の養成機 関

として師範学校本科 を位置づ けた以上、それ

が正教員を養成する ものであって も、たとえ

ば講習科による養成 といえどもあ くまで 「置

クコ トヲ得」(「師範教育令」第九条)る 臨時

的措置であった」 と解釈せざるを得ない制度

的な枠組みが強固に存在 したのである8。

教 員養成制度における原則の二つ 目は、上

記師範学校がすべ て公立すなわち道府県立 に

限られた ということである。 しか も、前述の

『小学校教育行政法規精義』は、「学校教員の

養成及資格の検定は、国家の公務 として国家

機関之に当 り、之 を私人に委せず」 と述べ、

師範学校の設置 と維持 は道府県が主体 として

行っているものではな く、勅令 たる師範教育

令によって国か ら命 じられていること、さら

にそれを 「私人」が担 うことはないことを明

確 に述べている9。 師範教育令 を中心 とする

教員養成制度改正の動 きが一段落 し、安定 し

た時期の解釈ではあるが、 この原則 は明治10

年代にはすでに方向性が定 まっていた と考え

られている。すなわち、1880(明 治13)年 の

教育令改正 にあたってそれ まで存在 していた

私立師範学校は事実上禁止 され10、 また1882

(明治15)年 の 『文部省示諭』 も残存 した私

明治30年 代における小学校教員養成制度構想

立師範学校 に認可 を与えないようにすべ きこ

と、 さらに当時存在 していた町村立師範学校

はなるべ く 「教員予備学校」 に転用す ること

を求めた。師範学校 は私立や町村立のそれが

否定 されてきた経緯 を持 ってお り、その こと

は教員養成の 「質」 を確保 しようとす る動 き

とい うだけでな く、佐藤秀夫氏はさらに 「小

学校教員はそ もそ も私立学校で育成 されるべ

きでない とする、独特 の 「普通教育」観が存

在 していたこと」 を指摘 している11。

戦前期 の教員養成 「制度」 を見てい くと、

上記二つの原則は常に厳然 として存在 し、な

ん らか の変 革 を行お うとす る際 にはこれ ら

原則 との関係 が問われ るこ とになった よう

に考えられる。 とくに一つ 目の原則か らすれ

ば、たとえば大正期の臨時教育会議前後か ら

高 まってきた本科第一部 ・第二部のいずれを

師範学校の本体 とするか とい う議論 は、結局

は師範学校本科内部の争いということになろ

うし、そもそも本科 「第二部」 という設置の

仕方 自体が、本科 を触れるべか らざるもの と

扱 った結果のようにも思われるのである。こ

うした原則があったことは、一方においては

教員養成の質 を維持 しようとす る動 きとみ ら

れるが、他方、それが縛 りとなって教員の量

的確保 に制度が柔軟 に対処することを妨げた

とも考 えられ よう。

そ して、 この法制上の原則 は、単に師範学

校制度 を縛 るだけではない。師範学校以外の

機関 もまた常にこの原則 に触れることのない

ように存在せねばな らなかった と考え られる

のである。 その意味で、師範学校 の 「制度」

を検討することは、師範学校以外の機関をも
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含めた教員養成制度全体 を検討す る基礎的な

作業であるともいえるのである。本稿は、 こ

こで検討 しようとす る師範教育令改正動向に

ついて、 これ ら原則 との関係 を重視 してその

特徴を明 らかに しようとするものである。そ

の際、本稿があ くまで制度上の議論を行 うこ

とを表明す るとともに、現在の教員養成史研

究が地方における実態史を中心に成果が生み

出されつつあることを考慮 して、あえて説明

を付 した次第である12。

第2節 師範 教 育 令 改 正 に 向 け た動 向

(1)「 文部省八年計画調査書」 と師範教育令

改正

1899(明 治32)年 、文部省は翌1900(明 治

33)年 か ら1907(明 治40)年 までの8年 間に

行 う教育政策の方針を 「文部省八年計画調査

書」 にまとめ閣議 に提 出した。三原芳一氏に

よれば同計画は 「八年間の文部省所管経費を

総額八千万円 とする、初等教育か ら高等教育

や実業教育そ して文部本省に至る大拡張計画

のこと」 であった。 しか し、計画書は閣議に

おいて否決 され、文部省部内の政策指針程度

に扱われることになった。それにもかかわら

ず 「その後の教育政策の展開と照合す るとお

おむね実現 されたとみてよ く、その意味で、

この 「調査書」 は当時の教育政策の方向 を決

定づけた重要文書 というべ きものである」 と

評価 されている13。

調 査書 の作成 か ら閣議 否決 を経 て なお、

「「調査書」の作成 と並行 して、 この計画 に盛

り込 まれた内容を、予算措置の可能な もの も

しくは不要なものか ら、着 々と実現すべ く動
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いていた」様子については、三原氏の論考に

詳 しい。

小学校教員養成に関わって とくに重要なの

は、1907年 までに就学率 を最低85パ ーセン ト

にする という、期限つ きの数値 目標が設定さ

れたことであろう。就学率上昇を実現す るた

めの方策 として、八年計画調査書の うち授

業料の不徴収は1900年 の小学校令改正におい

て実現 し、それを裏づける教育基金設立 も実

現 された。さらに、調査書作成当時で も、小

学校正教員の不足は慢性的かつ深刻な状況で

あったから、就学児童が増加すれば、教員が

不足することも明らかであった。調査書中に

は 「小学校」の項 目中に 「教員 ノ補充」の項

目が立て られている。具体的に教員補充の策

として挙 げられたのは、(1)師 範学校教員の

俸給 について、明治34年 度以降は国庫か ら半

額 を、明治38年 度以降は同 じく全額を支出す

るとともに、府県の負担金も減少させ ないこ

とで 「拡張 ノ資二転用」す ること、(2)「 師

範学校 二付 設スル講習科 ノ制 ヲ確 立 シ教員

速成 ノ方法 ヲ立テ」ること、(3)学 級編成の

規則を改め、正教員の配置を節約す ることで

あった14。

この 「教員 ノ補充」策実施について、三原

氏 は次の ように述べている。

「調査書」が計画 していた小学校教員の

補充策は、その全てが実現 したわけでは

なかった。師範学校教員俸給の国庫補助

ない し支出についてはまった く実現せず、

また師範学校教員講習科の制度確立 につ

いても、文部省の具体的な政策展 開はみ

られなかった。一八九七(明 治三〇)年



一〇月九 日公布の 「師範教育令」第九条

に、小学校教員講習科を置 くことを得 る

規定が存在 しただけであった。15

た しかに、小学校教員講習科の制度は師範教

育令以降、1907年 の師範学校規程 まで法令上

に現れることはない。 しか しなが ら、今回の

師範教育令改正の動向は、その検討開始時期

そ して検討内容か らみて、法令や公文書には

残 らなかったものの、三原氏の指摘す る調査

書に付随 して行われた政策検討の一環、なか

で も 「教員ノ補充」 の2番 目の項 目を検討す

るものとして始 まったもの と推測 される。

(2)師 範学校学科課程調査の開始

「文 部省 八年計 画 調査 書」 の議 論が 続 く

1899年6月 初旬の 「教育時論』誌は、「師範

学校課程取調委員」が任命 されて数回の会議

を開いたこと、そこで検討すべ き主要な問題

が数点にわたって挙げ られることを報 じてい

る16。同委員会の委員長 は普通学務局長であ

る澤柳政太郎であった。

議論の要点 を 「教育時論』誌は次のように

伝えている。 まず第一点 目は、現行制度によ

る簡易科 は尋常小 学校教 員養 成程度、本科

は高等小学校教員養成程度であることを前提

に、今後は本科 を尋常小学校教員養成程度に

合 わせ るか否かということであった。 また第

二点 目として、小学校教員講習科 について全

国的に見て程度が均一でないため、その統一

の方法 を検討す ること、 さらに三点 目は(高

等)小 学校卒業か ら師範学校入学 まで1、2

年の隔た りがあ るため、「予科」 を設けるこ

とを検討す ることであった。 ここに、本科 を
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含む師範学校の学科程度を検討 しようとする

動 きがみえて くる。 とくに第一点 目、師範学

校本科 を尋常小学校教員養成程度に合わせる

とすれば、それは内容の低度化にほかな らな

い 。

同委員会は、 さしあたって師範学校学科課

程表を完成 させ、同年10月24日 付けで大臣宛

ての報告書 を提 出 している17。 その主な内容

は、先に報 じられていた予科についてこれを

必置 とし、その場合の師範学校の学科課程 を

構築 しようとするものであった。予科設置は

学校階梯上高等小学校 との1、2年 の懸隔を

縮小することで、師範学校生徒の確保 を図ろ

うとするもの と理解で きる18。 さらに、学科

課程表か らは予科を含めれば事実上5年 間の

師範学校課程が構築 されようとしていること

が読み取 られる。学科課程表では、師範学校

本科課程 に外 国語 に代わる 「英語」お よび 「法

制経済」 を必修科 目として配置 し、この新設

科 目の時数増加分を中心に、予科段階に教育

内容が移動 している19。すなわち、予科で課

される修身 ・国語 ・漢文 ・英語 ・数学 ・習字 ・

図画 ・音楽 ・体操の各科 目については、予科

か ら本科課程 にかけての時数全体では増加 し

ている。ただし、本科課程のみ を見ると時数

減 になってお り、実質的に本科に新内容を入

れるとともに、一部 を早期に予科で教育する

とい う策であった。

(3)高 等教育会議諮問への過程と師範学校本

科改変の動き

学科課程表の作成を終えた取調委員会で

は、さらに 「教授細目」が検討課題として残
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された20。 そ してこの課題検討のために、翌

年2月 、新たに師範学校学科程度調査会(以

下 「学科程度調査会」と略記)が 設置 された。

これは、新設が予定される 「法制経済」科 を

含め、修身科、教育科等、全15の 師範学校の

学科 目について、それぞれ2～3名 の委員に

よって組織 されていた 。 この年12月 には第

五回高等教育会議へ 「師範教育二関スル件」

が諮問 されるのだが、それにいたる経緯 を示

す文書 も残 されていないことか ら、ここでは

引 き続 き雑誌報道に依拠 して述べたい。

この学科程度調査会 と前年の取調委員会 と

の関係 は、次の記事 によれば後者すなわち取

調委員会が 「学科課程大体の調査」 を行い、

教授細 目の検討 を行 うのが高等 師範 学校関

係者で構成された前者のようである。いずれ

の委員長 も澤柳であった。 この ように述べ る

のは、次の記事か らは学科程度調査会設置の

翌月には、前年の 「取調委員長報告」では結

局触れ られなかった、師範学校本科の年限短

縮が構想 されていることが判明するか らであ

る。

文部省にては、嚢に委員 を設けて師範

学校学科課程大体の調査 をなさしめ、

昨年末更に十五科各三名宛の委員 を設

け、全国各学校の連絡統一を図 らん為

め、教授細 目の調査をなさしめつ ・あ

りしは、前号 に記せ し如 くなるが、其

調査 に依れば、三年の本科の下に、一

年の予科 を設 くる筈にて、 自然地方経

済 に関係する もの もあれば、何れ来る

五六月頃予算編制前迄 に、改正発表に

至 るべ しと。22
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この記事の 「三年の本科」が誤植でなければ、

男子部現行4か 年の本科修業年限の3か 年へ

の短縮が構想 されていることになる。

この 「三年の本科」案が、あながち誤植で

ないと思わせ る動 きが全 国師範学校長会議の

意見 に見 られる。5月 に開かれた同会議 は「意

見」 として 「(一)師 範教育の程度を一般に

高 くし、且つ男子部の四 ヶ年 を五 ヶ年 とし、

女子部の三 ヶ年を四 ヶ年に改むる事」 を決議

しているのである23。つ まり、現行の修業年

限を短縮する どころか、逆 に男子部女子部 と

もにそれを延長 してさらに程度を高めなけれ

ばならないとして、前述の記事 とは逆方向の

意思が示 されているのである24。

師範学校長会議の 「意見」提 出以後、約3

か月の うちの新聞雑誌報道は、本科修業年限

改変 に関わるような改変については伝えるこ

とな く、前年の澤柳委員長か ら樺山大臣への

報告 にあるような学科 目の改変を扱 ったもの

がみられるのみである。

文部省にては、師範学校の学科に就 き、

一方には学科取調委員に於て調査せ し

め、他方には校長会議 に於て諮問する

ところあ りたるが(中 略)今 回の改正

は、学科の高低、時間の増減及合併分

離位に して、差 したる変更はなき由25

該取調委員会の調査 に就ては(中 略)

右調査の結果は、現行のものに対 し、

甚 しき変更を加ふ ることなく、単に法

政経済の一科 を増置 し、及学科細 目に

就 きて取捨 を施 し、或は各学科教授時

間の増減融通 を加へ たるにあるのみな

りと。26



「差 したる変更 はな」 い、あ るいは 「甚だ し

き変更を加ふ ることな」 く行 う等の文字が散

見され、おそ らくは高等師範学校 関係者の占

める学科程度調査会の議論 はこの ようなもの

だったのだろう。

ところが、文部省側は単純 に師範学校の学

科課程改正 で終 わらせ るつ もりはなかった。

突如、『教育時論』誌が、9月5日 付記事 に

おいて教員補充 のため に 「師範 学校 に向 て

種 々計画す るところあ り」 とそれまで とはや

や異なる内容を予想 させ る記事 を掲載 してい

る27。 そ してついに、その 「計画」 は同月25
マ マ

日付記事で 「師範学校令改正」の検討 という

レベルであることが明 らか となる。いわ く「文

部省に於て、 目下調査中なる師範学校令改正

中に於ては、学科課程改正の外、更に教員養

成の上 に於て大 に改正を施 さん となしつ ・あ

る」 とい う。そ して内容 としては第一 に、教

員速成法 としての教員講習科の拡張、第二 に

女子師範学校 あるいは師範学校女子部の必置

であるとされた28。 同月末、文部省高等官 は

箱根 に会議 を開 き、「普通学務局 より提出の

師範学校令の全部(中 略)改 正」について 「格

別異論な く省議 として決定に至 るべ き」 もの

であることを確認 した29。

(3)第 五回高等教育会議への諮問

10月 、内閣は第2次 山県内閣か ら第4次 伊

藤内閣へ交代 し、文相 も樺山か ら松田正久へ

変わっている。 しか し、上述 して きた ような

師範教育令の改正 を行 うとい う方向性 に変化

はなかった。師範教育令改正作業の方向を決

定づける第五回高等教育会議は、12月15日 か

明治30年 代における小学校教員養成制度構想

ら22日 までの8日 間にわたって開催 され、そ

の諮問案第一に 「師範教育二関スル事項」が

据 えられていた。これ まで報道されてきた内

容か らも察せ られるように、ll項 目にわたっ

てその後定着す る教員養成制度の原則 とは異

質な方向の改変 をもた らす ような諮問がなさ

れている30。

「異質」 といえる内容の筆頭が 「第一、学

校 ノ設置二関スルコ ト」中の 「三、私人ハ文

部大臣ノ認可 ヲ受ケ高等師範学校、女子高等

師範学校、師範学校、女子師範学校 ヲ設置ス

ルヲ得ルコ トトス」だろう。教員養成諸学校

を官公立 に限ること、これは戦前期教員養成

制度の原則か らすれば、教員の 「質」確保の

ため には譲 られない内容である といえる31。

さすがに実際 には 「私立を許す も設立する も

の無かるべ しとの趣旨よ り、全然許 さiる こ

と ・して原案を否決」 しているが32、 文部省

側が師範教育制度について相当レベ ルの改変

計画 を持 ちだ してきたことは確 かであった。

諮問案 を受けて決議 された内容には、小学

校教員養成すなわち師範学校 レベルに関わる

問題の うち、前年以来文部省内に設置された

委員会が検討 してきた事項 と同様の ものが含

まれる。それは、現行の師範教育令において

「置クコ トヲ得」 とした 「予備科」 について、

師範学校、女子師範学校 ともに 「予科」 を必

置としたことであった。 またこの他学科 目の

加除は基本的な方向性 としてはこれまで検討

されてきた内容に合致する33。

さらに注意 しなければならないのは、高等

教育会議で新たに示 された改変案が4点 存在

す る ことで ある。一つ は、 当時、府県 の事
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情、 とくに財政事情 によって設置が まちまち

であった女子師範学校 について、必ず設置す

るもの とした。設置できない場合は文部大臣

の認可で師範学校女子部に代替することとし

た。二つ 目に、師範学校の修業年限は予科1

か年、本科4か 年、女子師範学校は予科1か

年本科3か 年 とす る。同年3月 に報 じられた

ような、男子 について本科3か 年 とするよう

な年限短縮は行っていない。男子、女子いず

れ も現行の年限の下に予科1か 年が付加 され

る形である。次に、現行の簡易科 を 「乙種別

科」(2か 年)と し、他 に中学校 または高等

女学校卒業者 を収容す る「甲種別科」(1か 年)

を設置すること。そ して最後 に郡 または市は

小学校教員講習所 を設置で きることとしたこ

とである。同講習所は教員免許状所持者だけ

で な く、「小学校 ノ准教員」資格 を得 ようと

する者に必要 な講習 を行 う。

この ように、注 目すべ き内容は、委員会の

検討 内容 としてすでに報 じられてきたもの以

外 に多 く含 まれている。そのうち、師範学校

本科年限その ものには修正を加えなかった点

など、妥協点 とみ られる部分 もあるが、女子

師範学校の必置、中学校 ・高等女学校卒業者

を収容する後の本科第二部につなが るような

「乙種別科」の設置、府県 レベ ルで はない郡

または市が 「小学校教員講習所」 の名で教員

養成機 関を設置できることとす るなど、全般

的に教員の量的確保 とい う方向性 を持ち、そ

のためには師範学校 を府県立に限 らず、さら

に小学校本科正教員養成の唯一の正統な機関

である師範学校 とい う形によらざる、 より低

度な教員養成機関を法定す るとい う、その後
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定着 してい く制度の原則を突破するような内

容 を持っていた ことは確かであった34。

(4)「 小学校教員補充案」 にみる教員養成観

それでは、上のような教員養成制度改革案

が提 出された背景にはいかなる教員養成観が

あるのであろうか。断片的な澤柳文書中に「小

学校教員補充案」 と題された文書が残されて

いる35。 これは 「局長ノ御下命二基キ諸君ノ

意見 ヲ聞キ得 タル所 ノモノ且三十二年以来本

省へ建議スル所 ノ事項中本件二関係ヲ為セ リ

ト認 ムルモ ノ其他愚考一ニ ヲ加へ左 二列記」

したもの といい、澤柳普通学務局長の下、局

内の議論等 をまとめた もの と考えられる。

項 目は全11に のぼ り、教員と徴兵令の関係、

あるいは俸給、転任、賞罰等待遇の問題が中

心的に述べ られているが、第1項 目が 「女教

員養成 ノ事」、第11項 目が 「小学校教員講習

科ヲ設ケシムル事」 となっている。このうち

「女教員養成ノ事」では、

女子教員 ノ小学校二於ケル教授上ノ特質

ハ置キ実際比較的少額 ノ俸給 ヲ以テ任用

スルコ トヲ得ルノ利益アルコ トハ論ナキ

ナ リ

と、女性教員の教授力量 は 「置キ」、なによ

りも俸給が小額で済むことに利点を見出 して

いる。 しか しなが ら師範学校の男女区分が地

方庁に一任 され、さらに地方当局者の更迭に

よって方針が一定 しないことを問題 としてい

る。そのため、師範学校生徒の3分 の1以 上

を女性 とすべ きとする。 さらに、

小学校教員 トシテ女教員ノ価値アルモノ

ハ多クハ幼年生徒 ノ教員 タルニアリロテ



比較的学力二欠 クル所 アルモ差支 ヲ生ス

ルコ トアルナシ

として、「便宜」女子准教員講習を開 き、 さ

らに進んで女子正教員講習 を行 えば有資格者

は容易に得 られるとする。

また、「小学校教員講習科 ヲ設ケシムル事」

は、「講習科卒業生」 は師範学校(本 科)卒

業生 と 「同一視」 はで きないなが ら、それで

も無資格教員に学校教育を委ねることに比す

れば 「万々」であると述べ、「完全 ナル教員」

補充 までの過 渡的政策 と して行 うべ きとす

る。

高等教育会議で決議された内容は、ほぼそ

の まま師範教育令改正案に反映されてい くこ

とになるが、その背 景で は女性教 員の 「幼

年生徒」 に対す る教授上 の能力 を評価 しつ

つ、一方では俸給 を抑 えるという財政的な事

情 をクリア した教員供給が行えることを重視

していた。 さ らに小学校教員講習科構想 は、

無 資格 者 よ りは良い とい う消極 的理由 を含

みなが らも教員補充 を優先す るとい うもので

あった36。

第3節 師 範 教 育 令 改 正 案 の 成 文 化 と

頓挫

(1)師 範教育令改正案の成文化

改正案成文化 に至 るまでのあいだ、高等教

育会議翌年の1901(明 治34)年6月 、第1次

桂内閣が成立す るとともに文相は松田正久か

ら菊池大麓へ交代す る。師範教育令改正の中

心 人物 であ る澤柳普通学務 局長 は、更迭の

兆 しあ りとの話 もあった模様だが、ここでも

大臣交代に関わ らず留任する37。 同月下旬 に

明治30年 代における小学校教員養成制度構想

は地 方視学官会議が 開かれ、「参考 として一

覧せ しめたるに何れ も異論なか りし由にて勅

令 を以て公布す る筈」 と、その場で改正内容

が提示 された38。 さらに下 って10月 には菊池

文相、岡田総務長官、上 田澤柳両局長、寺田

勅参書記官参事官 らによる 「文部省高等官会

議」が 「師範学校令の改正に関わ」 って開催

され、「尚二三回 を重ねて纏めた上 は勅令 及

び省令を以て同令の改正 を発表」す る予定だ

と報 じられている39。 このように、いかなる

議論が重ね られたかは定かでない ものの、地

方視学官会議、省内の高等官会議 と師範教育

令改正の動 きは着実に進行 していたもの とみ

られる。

そ して、師範教育令改正案は翌1902(明 治

35)年2月 に至 って成文化 されたと推測され

る。師範学校学科課程取調委員が調査 を開始

して以来、足掛け4年 の歳月を経ていた。 こ

の改正案については、一部の条文について記

した ものを含めて澤柳文書中に4種 が確認 さ

れる。師範教育令改正案の意図 ・特徴 につい

て明 らかにす る前 に、まず はこれ ら改正案の

異同について検討 しておこう。4種 に便宜上、

次の ようにA.か らD.の 記号 を付 してお く。

A.「 〔第八条、第十三条、第十七条〕」墨書、

文部省罫紙(製12-29-2)

B.「 勅令案 〔師範教育令〕」墨書、文部

省罫紙(製12-29-3)

C.「 師範教育令改正案」、活版(製12・30)

D.「 秘 師範教育令改正案」、莇蕩版、文

部省罫紙(追 加II-63)

このうち、D.案 については 目的規程、入学

資格等についてB.やC.と は異 なる もので
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ある。 と くに、高等 師範学校 また師範学校

の入学資格が中学校卒業程度に設定 され、高

等小学校 との連続性がみ られないなど、本稿

がここまで見て きた議論からはかけ離れてお

り、学制改革論や義務教育年限延長等 との関

係が想起 されるため、 ひとまず ここでは検討

対象か ら外 してお く40。また、A.案 は目録

の表題か らもわかるように、一部の条文 につ

いて記述 したものであ り、おそ らく意見とし

て付 された もの と思われる。

B.案 、C.案 は同内容の条文が多 く、一

部条文の表現が異 なるほか、教科用図書 に関

する規程の有無に違いがあるのみで、ほぼ同

一の ものとみて よい。前者 は文部省罫紙 に「勅

令案」 と記 され、閣議上程を前提 とす るまで

議論が進んでいた らしく、文部大臣発内閣総

理大臣宛 ての 「請議案」、文部大臣発 内務大

臣宛て 「協議按」が付 されている。一方、C.

案は活字に起こされてお り、表紙 に 「中川視

学官」と墨書 されている。B.案 が 「請議案」

を含 んでお り最終段 階 に近 い と思 われ るこ

と、C.案 は活 版ではあ るが省 内の意見集約

のためとも推察 されるため、ここでは一応B.

案 を中心的な案 としてみておこう。

(2)師 範教育令改正案の内容

B.案 による師範教育令改正案は、全19条

か ら構成 されている。基本的には、第五回高

等教育会議で決議 された内容を踏襲 したもの

であるが、 これを師範学校 ・女子師範学校を

中心 に施行済の師範教育令 と比較 してまとめ

てお きたい。 まず、その第一条 には高等師範

学校 の 目的 として女子師範学校教員養成 を、
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女子高等師範学校の 目的 として師範学校教員

養成が追加 されてお り、師範学校教員の確保

を図ろうとす る意図が よみ とられる。さらに、

教員養成機関 として 「女子師範学校」 を新 た

に追加 している。 また、「順良信愛威重」の「三

徳性」は削除され、師範学校令以来、「気質」

か ら 「徳性」へ と改め られた内容は法文上か

ら消えようとしていたのである。第二条には

「北海道及府県二於テハ師範学校 及女子師範

学校 ヲ設置 スヘ シ」 と女子師範学校の設置を

義務づ けてお り、前条に女子師範学校が他の

三校 と並んで入れ られたことと合わせて、教

員養成機関として設置すべ きものと明確 に位

置づけ られていた。

注 目すべ き点 は、第六条において現行の本

科修業年限に変更を加えない(男 子4年 、女

子3年)も のの、「予科」1か 年を追加 した

ことである。予科を置かない場合 には文部大

臣の認可 を必要 とし、基本的には予科 を設置

するものとした。第七条では、予科を基本的

に設置する立場か ら、入学資格を 「予科」に

ついてのみ規定 している。現行規程で男子16

歳以上20歳 未満、女子15歳 以上20歳 未満 とし

てい た年齢 に よって要件 を定め る方法は撤

廃 され、師範学校予科については 「体格 中等

以上ニ シテ修業年限四箇年以上 ノ高等小学校

卒業 ノ程度二依 リ行 フ入学試験二合格 シタル

者」 と、4年 制高等小学校卒業程度であるこ

とが明記 された。これは、4年 制高等小学校

卒業時 に14歳 になることを考えれば、事実上

男子本科入学年齢は引 き下げであった。 さら

に、予科 は設置す ることを基本 としたか ら、

予科 を含めれば男子2歳 、女子1歳 の入学年



齢引 き下げ となる。

さらに、第八条で師範学校に新たに 「別科」

を置 くことがで きるとした。第五回高等教育

会議の決議か らすれば、 これは中学校、高等

女学校卒業者 に教員養成教育を施す ものであ

り、後の本科第二部につながる もの といえる

41
。 さらに第十四条には 「郡、市又ハ北海道

ノ区ハ地方長官 ノ認可 ヲ受ケ小学校 ノ准教員

ヲ養成 シ又ハ小学校教員ノ学力 ヲ温習スル為

小学校教 員講習所 ヲ設置 スルコ トヲ得」 と、

法令上初めて師範学校外の教員養成機関 を明

記 し、 さ らに 「温習」だけではない 「養成」

を行 うことで、別科 とともに教員養成の拡大

をめざす方向性 を明確 にしている。

以上のように、師範教育令改正案 は、師範

学校が酒養すべ き 「徳性」 を削除 し、女子師

範学校の設置、別科や小学校教員講習所 の新

設等、小学校教員の量的確保 をめ ざす方向性

か ら構築 された ものであった と考 えられる。

それは 「文部省八年計画調査書」 で基本的課

題 とされた就学率上昇 と義務教育年限延長 と

いう、明 らかに教員 を充足 しなければ実現不

可能な政策 を支 えるための改正案 だったと考

えて もよいだろう。

(3)師 範教育令改正案 に対す る文部省内の意

見と改正作業の頓挫

師範教育令改正案が、基本的に教員の量的

確保の方向性を持っていたのに対 して、修業

年限については据え置かれ、予科を必置 とし

て入学年齢お よび卒業年齢の引 き下げを図る

とい う形が とられ ようとしていた。B.案 に

は野尻精一・視学官および渡部董之介図書課長

明治30年 代における小学校教員養成制度構想

の意見が付 されているが、いずれ もこの修業

年限に対する ものであった。

野尻視学官の意見は、

一、予科ハ男女師範学校共二置 カザルコ

ト

ー、修業年限ハ男子師範学校ハ現行 ノ通

トシ女子師範学校ハ現行二比 シ更ニー箇

年 ヲ延長スルコ ト、即男女共二四学年 ト

ナス コ ト42

であ り、渡部図書課長の意見は、

一、師範学校 ノ予科ハ必ス置 クコ ト

ー、男子師範学校 ノ修業年限ハ女子師範

学校 ト均 シク三年 トスルコ ト43

としている。渡部が 自身の修正意見について

「視学官意見 ト同一ナル見込」と述べているが、

渡部は4年 制高等小学校か ら接続す るように

主張 しているのに対 し、野尻が小学校 との接

続 をいかに考えたかは明 らかではない。ただ、

両者 とも年 限的には予科 も含めて4年 となる

ようにするとい うものであった。特に渡部は

フランスの例を引 き、

仏国二比 スレハ我邦 ノ小学校教員学力ノ

資格ハ頗 ル高キニ失セルノ感ア リ此際師

範学校 ノ修業年限ヲ予科 トモ五年 トスル

カ如キハ我国情二適セサル不当ノ改革ナ

リ ト信ス

と、教員の需給関係が釣 り合っていないこと

と義務教育の程度か らして、 日本の小学校教

員の学力の程 度が 「高 キニ失」す る と、か

な り強い口調で修正意見を述べている。つま

り、渡部の場合は小学校教員を師範学校卒業

者ではなく教員免許状所持者 をもって本体 と

す るように も述べてお り、諸外国の例 と需給
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バ ランスを考慮 し、全体 として師範学校の養

成 レベルを下げるよう要求 したもの と考え ら

れる。

ここに至 って、師範教育令改正 に関す る文

書 ・報道 ともにその先の経過を示す ものは見

当たらない。師範教育令改正の動向は頓挫 し

た とみ られ る44。後に報 じられるように 「未

だ普通教育義務年 限の決定せ られ ざる今 日、

右の改正 に着手す る能はざるより今猶ほ延期

せ られ居 る次第」45と の理由 によるものか、

はた また 「改正案 を草せ しも、内 閣更迭 の

為め之 を発表するの機会 を失 して、今 に到れ

るもの」46な のか、残念なが らここで明 らか

にすることはできない。だが、師範学校長が

修業年限の延長を決議 し、一方で修業年限短

縮 を求める文部省内の動 きのなかで、その対

立点の解消 には至 らなかったことは確かだろ

う。

第4節 お わ り に 一 師 範 教 育 令 改 正 動

向 の位 置 づ け

本稿が追 って きた師範教育令改正動向は、

教員養成制度構想 として教員養成史上 にどの

ように位置づ けられ るであろうか。 まず、全

体 として 「文部省 八年計画調査書」 に明記

された義務教育就学率の数値 目標達成の前提

としての、教員養成あるいは師範教育拡大の

制度構想だった と推測 される とい うことであ

る。その際、第1節 に記 した ような戦前期教

員養成制度の原則 として定着 してい く内容に

ついて、それを墨守す るような姿勢 をこの時

期に見ることはできない。む しろ、教員の量

的確保のためには教員養成を 「私人」に委ね
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た り、小学校教員講習科 という低度な養成機

関を法令 に盛 り込んだ りす ることも厭わない

姿勢がみ られたのである47。その一方で、師

範学校の修業年限をめ ぐって文部省 と師範学

校関係者のあいだには対立点が存在 した。師

範教育令改正案は、修業年限を変更すること

な く、予科 を用いて高等小学校 と連絡 させ、

同時 に入学 ・卒業年齢 を下 げて、尋常小学

校 も含めて全体的に見れば修業年限の短縮を

行 ったといえる。師範学校本科 自体 には触れ

ず、 しか し一教員が輩出されるまでの年数を

短 くした点では妥協点 とみ られな くもない。

しか し、師範学校関係者か らすれば、少な く

とも現行の修業年限は守 られ、設置を基本 と

した予科 を含めれば修業年限の延長 と考える

ことも可能であった と思われる。一方、文部

省関係者の一部には、現行の修業年限自体 を

長い もの、すなわち師範学校における教員養

成の程度が高す ぎると考える者 もあ り、両者

の懸隔には大 きい ものがあった。

師範学校本科 をめ ぐる対立は、 この時期に

始 まったことではなかった。明治20年 代後半、

井上毅 は文相 として師範学校本科 を簡易科 と

同等 とするような改革を志向 していたが、高

嶺秀夫を始め とす る師範学校関係者の反対に

よって挫折 している48。 また、1897年 の師範

教育令の内容 を検討す る過程において も、尋

常小学校教員の不足を理由とし、本科年限を

短縮するような案が提 出され、それもまた師

範学校関係者への諮 問の段 階で反対にあい、

簡易科や講習科 を充実させ る方向でまとまっ

ていた49。 その際、師範教育令の改正内容 に

ついて理由を示 したと思われる文書が澤柳文



書中に残 されてお り、文部省内ではすでに、

尋常師範学校ハ小学校 ノ為 メニ設置スル

モノナ レハ小学校ハ主ニシテ師範学校ハ

従ナ リ師範学校ニ シテ小学校教員ヲ養成

スルノ目的二副 フ能ハサルコ ト明ナル ト

キハ之 ヲ改正スルコ ト国家ノ責務ニシテ

実二刻下 ノ急務二属ス

と注 目すべ き見解が示 されている50。す なわ

ち、師範学校 を国家の教員養成のス タンダー

ドを示す象徴 として配するのか、あるいは程

度を下げてで も実質的な教員供給のための機

関 とす るのか とい う問題 は、 この時期 を通

じて絶えず対立 しつづ けたことは確認で きよ

う。師範教育令改正動向は、 こうした対立の

中で頓挫 していった と現在確認で きる史料か

らは推測 される。本稿は、主 として改正動向

を追って きたため、その背景にある思想 につ

いては十分 に深めることができなかった。今

後はそ うした教員養成をめ ぐる思想的側面か

らの検討 を加 え、さらにこの時期の教員養成

をめ ぐる動向を明 らかにす ることを課題 とし

たい。

1「 師 範学校規程は、従来の師範学校諸規程 を総括す

る とともに、師範学校制度をいちだん と整備 した もの

であ り、一 九四三年 に戦時師範教育体制の実施 される

まで基本規定 としての役割をはたした ものである」 と

される(中 内敏夫 ・川合章編 『日本の教師6教 員養成

の歴史と構造』明治図書、1974年 、160ペ ー ジ(山 田昇

執筆))。

2『 日本近代教育百年史4学 校教育(2)』 第四編第四

章(佐 藤秀夫執筆)、726、730ペ ー ジ。 また、杉森知也

明治30年 代における小学校教員養成制度構想

氏 は、師範学校の入学年齢、教育費投 入額、職員の官

位 と俸給 を尋常 中学校 と比較す るとともに、1892年 の

師範学校関連省令一括改正後のカリキュラムの変化か

ら、師範学校 自体が、森文政期の師範学校のあ り方に

対する批判 とともに、師範学校存廃論の中でその独 自

性 を強調 しようとす る過程において、小学校教育に近

接することに よって教育 レベ ルの低下 をもたらしたと

指摘 してい る。(「師範学校の学校制度体系 における地

位の転換 一1890年 代 における師範学校の変動」『教育学

雑誌』第30号 、 日本大学教育学会、1996年)。

3筆 者は教育史学 会において 「明治後期における小

学校教員養成 と教員養成所」(教 育史学会第50回 大会、

2006年)と 題 した発表を行 った。教員養成所の問題は

師範教育令改正動向 とも関わった展 開を見せ てお り、

これについては別稿を期 したい。

4澤 柳政太郎私家文書(成 城学園教育研究所蔵)。 以

下、澤柳文書 と略称する。

5同 上文書 については、成城学園教育研究所編 『成

城学園教育研究所研究年報 別巻 澤柳政太郎私家文書 目

録』(2002年)が 発行 されている。以下、澤柳文書の文

書名、番号等は同目録に よる。 また、同 目録所収の解

題で北村和夫氏が 「「秘師範教育令改正案」<0239>、 「師

範教育令改正案」<0228>な どによると、明治35年 前後

に 「順良 ・信愛 ・威重」の三徳性 を削除 した形での師

範教育令の改正作業が進行 していたこと、「中等教員補

充方案」<0237>で は 明治36年 度 に京都に第三高等師範

学校 を設置する構想があったことがそれぞれ分か るな

ど、興味深 い史料が多い」 と述べ ている(北 村和夫 ・

小国喜弘 「澤柳政太郎私家文書解題」、同目録所収)。

6渋 谷徳三郎(文 部省普通学務局員)編 纂 『改正小

学校法規要義』1907年 、46ペ ー ジ。句読点は引用者に

おいて適宜補った。

7船 越源一(文 部省教育調査部)『 小学校教育行政法

規精義』東洋図書、1935年 、676ペ ー ジ。 さらに同書は、

小学校教 員(幼 稚園保栂)講 習科について、教員たる

に必要な 「学力 を修得せ しむるに止 まるものなるを以

て、厳格なる意味 に於て、教員又は保姫の養成を 目的

とす る学科な りと謂ふ ことを得 ざるな り」(679ペ ー ジ)

と述べているか ら、ここでい う 「師範学校」 とは師範

75



愛知大学教職課程研究年報 創刊号2011

学校本科を指 していると考えられる。

8逸 見勝亮 「師範学校 における 「第二部」制度設置

の歴史的意義について」『教育史論考』北海道大学教育

学部教育 史比較教育研究室、1972年 、23お よび25ペ ー ジ。

9前 掲船越書、675ペ ー ジ。

10『 日本近代教育百年史3学 校教育(1)』 第 三編第

四章(佐 藤秀夫執筆)、1322～1323ペ ー ジ。

11同 上、1323ペ ー ジ。

12小 学 校教員検定や教育会による教 員養成事業 を中

心 に成果 を発表 し続けてお られる笠間賢二氏は、1930

年代 に至っても師範学校卒業者が小学校教員免許状取

得者の3割 台を占めるに過 ぎなか った事実 を指摘 され

た うえで、「3割 強に過 ぎない部分に焦点をあてた師範

教育史研究の成果 をもってあたかも教員養成の全体で

あ るかのように とらえて しまった り、逆に7割 弱の部

分 についての検討吟味を踏 まえることなく小学校教員

の力量や性行を総括 してその責めを師範学校の教育に

帰 して しまうことが、少なか らずあったように思われ

る」 と先行研究の問題点 を指摘 してお られ る(笠 間賢

二 「小学校教員検定 に関す る基礎的研究 一宮城県 を事

例として」『宮城教育大学紀要』第40号 、2005年 、229ペー

ジ)。 本稿 は、同氏の問題意識に賛同するとともに、今

後は師範学校外の教員養成が、法令上の原則、いいか

えれば師範学校 との緊張関係において存在 したことを

も重視 して研究 を進めていかねばならないとの意を強

くしている。

13以 上、三原芳一 「「文部省八年計画調査書」 に関す

る一考察」『花園大学文学部研究紀要』34、2002年 、21

ペ ー ジ。

14「 文 部省八年計画調査書」外務省外交資料館蔵、

分類番号3-10-2-14。

15前 掲 三原論考、41ペ ージ。

16「 内外雑纂 師範学校課程取調問題」「教育時論』第

509号 、1899年6月5日 、17～18ペ ー ジ。

17「 師 範学科 取調委 員長報告 ノ件」(澤 柳 文書、製

12-26-1)、 「上申書」(同 、製12-26-2)、 「師範学校学科課

程表」(同 、製12-26-3)。

18同 上 「師範学科取調委員長報告 ノ件」で は 「師範

学校二於テ生徒 ヲ得ル上二頗ル不便 ヲ感スル次第二有
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之 候」 と述べ、 さらに中学校第3学 年修了者を本科第

1学 年に収容する案 を提 示 している。そのために、予

科 は学資支給を減額する とともに、通学生 を認めよう

とするものであった。

19澤 柳 らは、各地方の師範学校 における学科 目加設

の状況について把握を行っていた(「 師範学校加設学科

目調査表 明治三十三年」澤柳文書、製10-24)。

20前 掲 「上申書」では、「各学科 ノ程度及教授要旨等

取調 ヲ了 シ候上ハ引続 キ教授細 目取調二着手致度候二

付別紙学科程度モ先以御裁定 ヲ相仰候也」と「学科程度」

の調査は終了 したことになっている。

21教 育科 に大瀬甚太郎、歴史科 に三宅米吉等、高等

師範学校関係者が中心であった。

22「 内外雑纂 師範学校学科課程改正」『教育時論』第

537号 、1900年3月15日 、19ペ ー ジ。

23「 内外雑纂 師範学校長会議の結果」『教育時論』第

545号 、1900年6月5日 、16ペ ー ジ。

24こ の ときの諮問 は師範学校学科 目の うち 「廃止す

べ きもの」「増加すべ きもの」 という二者であ り、廃止

すべ きものについて意見はな く、逆 に法制経済科を設

置すべきとの議論があった とい う。『教育時論」誌は澤

柳談 として 「学科の加除は世 人の伝ふ る如 く決議せ し

ものにあ らず」 と伝 えている(「 内外雑纂 師範学校の

法制経済科」『教育時論』同上号)。

25「 内 外雑纂 師範学校の学科課定(マ マ)に ついて」

『教育時論』第546号 、1900年6月15日 、17ペ ー ジ。

26「 内外雑纂 師範学校学科課程」『教育時論』第551号 、

1900年8月5日 、20ペ ー ジ。

27「 内外雑纂 改正小学校令 と小学教員」r教 育時論』

第554号 、1900年9月5日 、20ペ ー ジ。

28以 上 、「内外雑纂 女子師範学校の設置」「教育時論』

第556号 、1900年9月25日 、15～16ペ ー ジ。

29「 文部省高等官箱根会議」『東京朝 日新聞」1900年

10月8日 付朝刊。

30以 下本項中の高等教育会議諮問案については、「秘

第五回高等教育会議諮問案第一 師範教育二関 スル事

項」(澤 柳文書、製10-19-1、 活 版)お よび 「諮問案第一

師範教育二関スル事項」(澤 柳文書、製1(X36、 鏑萌版)

に よる。 また実際に決議された内容については、高等



教育会議決議録(北 海道大学附属図書館佐藤昌介文庫

蔵)を 参照。

31前 節 に記 した教員養成制 度の 「原則」では、師範

学校が府県立に限 られた と記 したが、ここでは高等師

範学校 を含めて教員養成諸学校が官公立 に限 られ たと

記す。

32「 時事彙報 高等教育会議 々事及其の結果」 『教育時

論』第566号 、1901年1月5日 、59ペ ー ジ。

33学 科 目について具体的には、師範学校 本科の学科

目か ら 「漢文及習字」 を削 って国語の中で教授す る。

「物理化学博物」 を 「理科」 とす る。以上は学科 目の削

減であるが、別に 「法制経済」を新たに加える。また、

外国語、農業、商業、手工か ら1科 目以上 を加えるこ

ととしていた制を廃 し、英語を加えて随意科 目とする。

女子師範学校では 「漢文」 を削 り、「習字」は国語の中

で教授する。その一方で 「法制」を加 える。 また、「家事」

を分割 して 「家事」「裁縫」とする、という内容であった。

34新 たに提示 された内容 として、文部大臣が定める

としていた師範学校 と女子師範学校の教科書は、検定

を受 けた もの については学校長が定め ること、女子師

範学校に高等女学校 を附設で きることとすること、師

範学校、女子師範学校の教員配置 を5学 級以下の学校

については1学 級2人 以上 とし、それに1学 級 を加 え

るごとに1.5人以 上の割合で増加 させる という教員定数

を設定す ること、男子の自修室 と寝室 は兼用を可能 に

することが含 まれていた。

35以 下本項 中の引用は 「小学校教員補充案」(澤 柳文

書、追2-139-1)に よる(口 は判読不能文字)。 第11項 目は、

冒頭 に列挙された項 目名で は 「小学校教 員ノ補習科 ヲ

設クル事」 となっている。

36澤 柳 らは、小学校教員講習科の うち 「温習的」 な

ものではない 「予備的」な もの、すなわち現職者へ の

講習ではない新規 に教員資格 を得 ようとする者のため

の講習が、全 国的に広が りを見せ ていることを把握 し

ていた模様である(「 師範学校講習科 ノ種類及其生徒数

調査表」澤柳文書、製10-25)。

37「 澤柳普通局長は、既に数代の大臣に閲歴 し、殊 に

菊池大臣とは同 じ大学派なるも、菊池氏は 日頃同局長

に快 からず、且つ省内に於て もあま り評判宜 しか らざ

明治30年 代における小学校教員養成制度構想

れば、菊池文相は某氏 に向つて其の意向をほのめか し

たるほど」 との報道がある(「 時事彙報 文部の更迭談」

『教育時論』第582号 、34～35ペ ー ジ)。

386月 下旬開催 との報道は 「時事彙報 府県視学官の

召集」(『教育時論』第583号 、1901年6月25日 、35ペー ジ)

に よる。「師範学校令改正案」『東京朝 日新 聞』1901年

7月15日 付 。

39「 文 部省高等官会議」『読売新聞』1901年10月9日 付。

40同 案 は、高等師範学校 ・女子高等 師範学校の目的

規程 に師範学校等の教員養成だけで なく 「教育 ノ方法

ヲ研究スル」 ことを含めた り、あ るいは同校研究科の

入学資格の第一に帝国大学卒業生 を挙 げた りしている

点が注 目される。

41た だ、それが本科の一部ではな く 「別科」 とされ

た ところに、当時の高等小学校か らつ ながる本科の位

置づけの強さがあったと考えられる。

42「 勅令案 〔師範教育令〕」(澤 柳文書、製12-29-3)。

43「 図書課長意見書」(澤 柳文書、製12-29-4)。

44第 八 回高等教育 会議(1903(明 治36)年11月)に

おける建議案第三は 「師範学校二関スル現行諸規程 ヲ

速 二改正発布 アラ ンコ トヲ望ム」 と題 し、「当局者モ

既二菰二見ル所ア リ第五回高等教育会議二改正 ノ要項

ヲ諮問セラレタルコ トアルニモ拘 ラス嗣後数年ヲ経過

シタル今 日尚発布ノ期二至ラス府県二在 リテハ諸般 ノ

施設上不便 ヲ感スルコ ト少ナカラス」 と、第五 回高等

教育会議 における諮問事項が実現 していないことを指

摘 してい る(前 掲 『日本近代 教育百年 史4学 校教育

(2)』 第 五編第四章(山 田昇執筆)、1412ペ ー ジ。また、

澤柳文書中に同建議案が残 されている(澤 柳文書、製

10-61))0

45「 時事彙報 師範学校令改正」 『教育時論』第767号 、

1906(明 治39)年8月5日 、35ペ ー ジ。

46「 時 事彙報 師範学校令」 『教育時論』第784号 、1907

年1月25日 、37～38ペ ー ジ。

47本 文 中に引用 した ように、私立の師範学校は少な

くとも伝 えられるところでは許 されざるものと して積

極的に否定 されたのではな く、「許す も設立する もの無

かるべ しとの趣旨」によって否定されたのである。

48詳 しくは、海後宗臣編 『井上毅の教育政策』「第五
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章 教員養成および教員」(山田昇執筆)等 を参照され

たい。

49こ の点については、山田昇氏が谷本富の記述から

明らかにしている(前 掲 『日本近代教育百年史4学 校

教育(2)』 第五編第四章、1406ペ ー ジ)。

50「 秘 師範学校諸規則改正理 由書」(澤 柳文書、製

11-5)。 同理由書には上記注49と 同様の改変案が示 され

ている。
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